 eq \o\ad(共同研究契約書,　　　　　　　　　　)
〇〇〇〇株式会社（以下「甲」という。）と学校法人東北医科薬科大学（以下「乙」という。）とは、「　　　　　（研究課題　　　　　」に関する共同研究（以下「本研究」という。）を行うにあたり、次のとおり契約を締結する。
（研究の目的）

第１条　甲及び乙は、（研究目的）を行うことを目的として本研究を共同で行う。

（研究の分担及び内容）

第２条　本研究の分担及び内容は、以下のとおりとする。

　　　　甲： 
　　　　乙： 
２　甲及び乙は、自己の研究担当者を追加、又は変更するときはあらかじめ相手方に通知
　し、相手方と協議の上、書面にて定めるものとする。
（研究の実施場所及び研究担当者）

第３条　本研究の実施場所は次のとおりとする。また、甲及び乙は、本研究を遂行するために、それぞれ別表に掲げる者を研究担当者として参加させるものとする。
甲：　
乙：　宮城県仙台市青葉区小松島４-４-１
東北医科薬科大学　〇〇〇〇
（研究の実施期間）

第４条　本研究の実施期間は、本契約締結日から令和〇年 〇月〇日までとする。

（研究の費用）

第５条　甲及び乙は、第２条に定める研究分担により発生する費用につき、それぞれが負担する。但し、甲は乙に対し、共同研究の対価として、金〇〇〇万円（消費税及び地方消費税込。内訳は以下の通り）を契約締結後に乙が発行する請求書の発行日から６０日以内（ただし、当該期限が銀行の休業日にあたる場合は銀行の翌営業日まで）に支払うものとする。
内訳）直接経費　〇〇〇〇〇〇円　間接経費　〇〇〇〇〇円　　計　〇〇〇〇〇〇円
（消費税及び地方消費税込）
２　甲は、所定の納入期限までに前項の研究経費等を納入しないときは、納入日の翌日から納入の日までの日数に応じ、その未納額に年３％の割合で計算した延滞金を納入しなければならない。
（研究担当者の派遣）
第6条 甲及び乙は、本研究の実施について必要と認められるときは、その研究担当者を相互に派遣することができる。なお、研究担当者等を相手方へ派遣するときは、受入機関が定める手続に従い、承認を得なければならない。また、派遣に係る一切の経費（人件費含む）は、派遣元が負担するものとする。
（研究施設及び装置の使用）

第７条　甲及び乙は、本研究の実施のために必要な施設及び装置を、互いの同意を得て相互に使用することができる。

（物件に係る権利の帰属）

第８条　本研究を行うために取得した物件に係る権利は、その費用を負担したものに帰属する。

（研究試料等の取扱）

第９条　甲及び乙は、本研究の遂行に必要な研究試料及び材料（以下、「試料」という。）を、両者合意のうえ、相互に提供することができる。ただし、甲及び乙以外の者との契約により秘密保持義務を負っているものについては、この限りではない。

２　前項において試料を受領した当事者は、提供当事者の事前の文書による同意なしに、受領した試料を本研究以外の目的に使用又は第三者に提供してはならない。

３　第１項において試料を受領した当事者は、本研究終了後、遅滞なく、試料の名称、数量、受領年月日、使用状況及び残存状況を、試料を提供した甲又は乙に報告するとともに、提供当事者の指示に従い、相手方に返却又は廃棄するものとする。

４　甲及び乙が協議のうえ、前項の規定によらない場合には、別途、研究成果有体物移転契約書を締結するものとする。

（研究成果の発表）

第１０条　甲又は乙が、本研究の成果の全部又は一部につき、発表しようとするときは、あらかじめ相手方と協議して、その同意を得るものとする。

（特許を受ける権利及び出願）

第１１条　本研究について新規な発明を甲及び乙が共同でなしたときは、その発明の特許を受ける権利は、原則として甲、乙共有とする。（以下、共同で特許出願した発明を「共有特許」という。）

２　前項の新規な発明が明らかに甲又は乙の単独の発明であることを相手方が同意した場合は、当該発明に係る特許を受ける権利は、当該発明をなした甲又は乙に単独に帰属するものとする。

３　第１項により共同で特許出願するときは、その出願に係る権利の持分、維持、管理、手続等について、その都度協議して定める。
（実施）

第１２条  甲及び乙が、共有特許を第三者に実施許諾する場合は、その条件等を別途協議のうえ決定する。

（秘密保持）
第１３条　甲及び乙は、本契約の存在・その内容、本研究の成果並びに相手方から秘密である旨を表示して開示、提供を受けた営業上または技術上の情報を「秘密情報」として、秘密に保持するものとし、あらかじめ相手方の同意を得た場合を除き、第三者に開示・漏洩してはならない。ただし、次の各号に該当するものは除くものとする。
（１）相手方から開示された時点で、既に公知公用とされていたもの。
（２）相手方から開示された以降に、開示された当事者の責によらず公知となったもの。
（３）相手方から開示された時点で、既に自己で所有していたことを証明できるもの。
（４）正当な権原を有する第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に取得したもの。
（５）相手方の秘密情報によることなく、独自に開発・取得したもの
２　前項の定めにも関わらず、甲及び乙は、裁判所、行政機関等から、法規則に基づいて、秘密情報の開示を要請または命令された場合には、速やかに相手方に通知するとともに、適切な秘密保持の措置を講じた上で、相手方の秘密情報を必要な範囲に限り開示できるものとする。
（秘密情報等の返還・廃棄）
第１４条　甲及び乙は、本研究の実施期間中に相手方より開示若しくは提供を受け又は知り得た技術上若しくは営業上の情報であって、特定個人に関わる等その取扱いに特に慎重を期すべきものについては、本研究終了後に、当該情報を記した文書又は電子記録媒体を返却又は廃棄するものとする。
２　甲及び乙が協議の上、前項の規定によらない場合には、別途その取扱いを定めるものとする。

（準用）

第１５条　第１１条及び第１２条の規定は、実用新案、意匠及びプログラム著作に準用する。

（契約の解約）

第１６条　甲又は乙が、次の各号の一つに該当する場合は、第４条に定める研究期間中であっても本研究を中止し、本契約を解約することができる。

（１）天災地変その他不可抗力により、本研究の遂行が困難となった場合
（２）研究代表者の長期病欠、事故、他機関への異動、転職及び退職の場合

（３）甲又は乙より本研究の中止の申し出があり、協議の上、相手方が同意した場合

２　甲又は乙は、前項の規定により、本契約を解約した場合、相手方の受ける損害については責めを負わない。
（有効期間）

第１７条　本契約の有効期間は、第４条に定める研究の期間とする。

２　前項の規定にかかわらず、次の各号については以下に定める期間も有効とする。
（１）第１０条（研究成果の発表）及び第１３条（秘密保持）の規定は、本研究の終了日から５年間

（２）第１１条（特許を受ける権利及び出願）の規定は、本研究の終了日から５年間

（３）第１２条（実施）の規定は、共有特許の権利が有効に存続する期間

（権利譲渡の禁止）

第１８条　いずれの当事者も、相手方の書面による事前の同意を得なければ、本契約に係る権利義務の全部又は一部を譲渡することはできない。ただし、いずれか当事者の統合等の包括承継の場合は、相手方の同意を得ることなく、当該相手方に報告することにより本契約のすべての権利義務を譲渡することができる。

（損害賠償）

第１９条　甲及び乙は、自己の責任により相手方に損害を与えた場合には、それによって生じた損害を賠償しなければならない。
（贈収賄の禁止）

第２０条　甲及び乙は、本契約の履行に関し、いかなる者に対しても賄賂（賄賂とは、不適切な恩恵を得る目的で、又は恩恵の効果を与えるものとして直接又は間接に供与される一切の利益をいう）を供与せず、又は賄賂の申込み若しくは約束をしないものとし、さらに、賄賂を収受せず、又は賄賂の要求若しくは約束をしないものとする。
（反社会的勢力の排除）
第２１条　甲及び乙（その役員又は使用人を含む。次項において同じ。）は、次の各号のいずれにも該当しないことを確約する。

一　暴力団

二　暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含む。）

三　暴力団準構成員

四　暴力団関係企業

五　総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団等

六　その他前各号に準ずる者

２　甲及び乙は、自ら又は第三者を利用して次の各号に該当する行為を行わないことを確約する。

一　暴力的な要求行為

二　法的な責任を超えた不当な要求行為

三　取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為

四　風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて相手方の信用を毀損し、又は相手方の業務を妨害する行為

五　その他前各号に準ずる行為

３　甲又は乙は、相手方が第１項又は第２項に違反した場合、何らの催告をすることなく本契約を解約することができる。

４　甲又は乙は、前項の規定により本契約を解約したことにより相手方に損害が生じたとしても、何らこれを賠償又は補償することを要せず、また、かかる解約により自らに損害が生じたときは、相手方はその損害を賠償するものとする。
（管轄裁判所）

第２２条　本契約に関する一切の訴訟については、被告の所在地を管轄する地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とする。
（協議）

第２３条　本契約書に定めのない事項又は本契約の条項の解釈について疑義が生じた場合

　は、甲乙誠意をもって協議のうえ定める。

　この契約の締結を証するために、本契約書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ各１通を保有する。

　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　甲
（住所）

（機関名）

（契約権者の役職・氏名）
乙　
宮城県仙台市青葉区小松島四丁目４番１号
　　
学校法人東北医科薬科大学

理事長　　　　　　　　高柳　元明
別表（第３条及び第６条関係）

	
	氏　　名
	職　　名
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	〇〇　〇〇
	〇〇
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	〇〇
	

	
	
	
	

	乙
	△△　△△
	△
	東北医科薬科大学・〇学部・〇〇〇
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	△
	

	
	
	
	


